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改 正 後 改 正 前 
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（新 設） 

 

適格分社型分割等による特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合 

における交換取得資産の帳簿価額の減額に関する届出書及び提出書類の届 

出書の記載要領等 

 
 １ この届出書は、単体法人(連結申告法人以外の法人をいいます。)又は連結親法人が、適格分社

型分割等（適格分社型分割、適格現物出資又は適格事後設立をいいます。以下同じ｡）を行う場

合において、租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第 66 条第６項・第 68 条の 85 の３

第６項の規定により特定普通財産とその隣接する土地等の交換取得資産の帳簿価額を減額した

ときに、その減額した金額等の届出及び提出すべき書類の提出を行う場合に使用してください。

 ２ この届出書は、適格分社型分割等の日以後２月以内に納税地の所轄税務署長に 1 通(調査課所

管法人にあっては２通)提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「提出法人｣欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の｢法人名｣、｢納税地｣、

｢代表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。    

(2) ｢連結子法人｣欄には、当該連結子法人の｢法人名｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代

表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。             

(3) ｢適格分社型分割等に係る分割承継法人等｣の各欄は、措置法第 66 条第４項・第 68 条の 85

の３第４項に規定する分割承継法人等の名称及び納税地（連結子法人の場合には、本店又は主

たる事務所の所在地）並びに代表者の氏名を記載してください。   

(4) ｢適格分社型分割等の日｣欄は、措置法第 66 条第４項・第 68 条の 85 の３第４項に規定する

適格分社型分割等の日を記載してください。 

(5) ｢交換譲渡資産｣の各欄については、当該交換に係る措置法第 66 条第１項に規定する交換譲

渡資産の種類､所在地及び規模並びにその交換年月日を記載してください。 

(6) ｢交換取得資産｣の各欄については、措置法第 66 条第４項・第 68 条の 85 の３第４項に規定

する交換取得資産の所在地及び規模を記載してください。 

(7) ｢減額した金額｣欄は、措置法第 66 条第４項・第 68 条の 85 の３第４項の規定により損金の

額に算入される同項に規定する減額した金額を記載してください。 

(8) ｢添付明細(別表等)｣欄は、別表十三(十）その他添付明細を記載するとともに、当該明細を

当該届出書に添付してください。 

(9) ｢提出書類｣欄は措置法施行規則第 22 条の９の４第２項・第 22 条の 73 第２項に規定する書

類を記載するとともに、この届出書に添付してください。 

(10) ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

(11) ｢※」欄は、記載しないでください。 
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源泉所得税の誤納額還付請求書の記載要領等 

 

１ この還付請求書は、源泉徴収義務者が、源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額を超えて納付

した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)の還付を受けようとするときに所轄

税務署長に提出します。 

 

２ この還付請求書には、次の書類を添付してください。 

(1) 還付を受けようとする税額を納付した際の徴収高計算書の写し 

(2) 誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し 

（例－総勘定元帳の「預り金」勘定の部分など） 

 

３ この還付請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、請求者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この請求の対象とする事務所等の所在地が請求者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この請求の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「還付を受けようとする金額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記

載してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

源泉所得税の誤納額還付請求書の記載要領等 

 

１ この還付請求書は、源泉徴収義務者が、源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額を超えて納付

した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)の還付を受けようとするときに所轄

税務署長に提出します。 

 

２ この還付請求書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

 （注）還付内容の確認等に当たり、還付を受けようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写

しや納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

 

３ この還付請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、請求者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この請求の対象とする事務所等の所在地が請求者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この請求の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「還付を受けようとする金額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記

載してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
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源泉所得税の誤納額充当届出書の記載要領等 

 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額

を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)をその後納付する給与

等に対する源泉所得税に充当しようとするときに所轄税務署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税の誤納額還付請求

書で還付の請求をしてください。 

 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

 

４ この充当届出書には、次の書類を添付してください。 

(1) 充当をしようとする税額を納付した際の徴収高計算書の写し 

(2) 誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し 

（例－総勘定元帳の「預り金」勘定の部分など） 

 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

源泉所得税の誤納額充当届出書の記載要領等 

 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額

を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)をその後納付する給与

等に対する源泉所得税に充当しようとするときに所轄税務署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税の誤納額還付請求

書で還付の請求をしてください。 

 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

 

４ この充当届出書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

  （注）届出内容の確認等に当たり、充当をしようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写し

や納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
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（表面）

        外国法人に対する源泉徴収の免除証明書         第    号 

本店又は主たる
事務所の所在地

 

① 

 

外 国 法 人 の

名 称  

所 在 地  

② 

日本における法

人税の納税地に

ある事務所等の 

名 称  

③ 

上記のものは、所得税法施行令第 304 条に規定する要件を備えていると認められます

から、この証明書の発行の日から平成  年  月  日までの間に上記の者に支払う

所得税法第 161 条第１号の２、第１号の３、第２号、第３号、第６号、第 7 号、第 9 号

又は第 10 号に掲げる国内源泉所得については、その支払者は所得税法第 212 条第１項の

規定による源泉徴収を行う必要はありません。 
 

平成  年  月  日            財務事務官 

税務署長          ○印  

 

 

（裏面） 
 

注 意 事 項 
 

１ この証明書の交付を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) この証明書は、所得税法第 180 条第１項に規定する特例の対象となる国内源泉所得の支払を受けるときに、その支払者に提示して

ください。 

(2) 証明書の有効期間中に国内に支店を有しなくなり、又は事業を廃止するなど、所得税法第 180 条第１項各号に掲げる外国法人に該

当しなくなった場合、又は所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった場合には、証明書の交付を受けた税務署長に

その旨を記載した届出書を提出するとともに、証明書の提示先にその旨を通知しなければなりません。 

この場合、交付を受けている証明書を、税務署長に提出する上記の届出書に添付しなければなりません。 

(3) 有効期限を経過したとき又は所轄税務署長から所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった旨等の通知を受けたと

きは、この証明書は必ず返還してください。 

(4) この証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その支払者の氏名又は名称及びその住所、事務所、事業所その他その国

内源泉所得の支払の場所並びに証明書の提示年月日を帳簿に記載しなければなりません。 

(5) 証明書を提示して源泉徴収の免除を受けた国内源泉所得が、国外にある本店又は事務所等にあてて支払われる場合は、その国内源

泉所得の種類、金額、計算の基礎、支払を受けた年月日その他必要な事項を法人税の納税地にある事務所等に通知し、かつ、その通

知を受けた事務所等においてこれらの事項をその帳簿に記載しなければなりません。 

(6) 証明書の記載事項を訂正したときは、証明書は無効となります。 

２ この証明書の提示を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) 提示を受けた証明書が有効であるかどうかを確認してください。 

(2) 記載事項を訂正したものは、証明書として無効ですから、それを提示した者に支払う国内源泉所得については、源泉徴収の免除は

できません。 

(3) この証明書は、次の場合に効力を失います。 

① 有効期限を経過したとき 

② この証明書が効力を失ったことについて、官報により公示されたとき 

(4) この証明書が有効であることを確認した場合には、支払に関する書類その他の帳簿に提示を受けた相手方の氏名又は名称及び証明

書の有効期限を記載しておく必要があります。 

(5) 所得税法第 161 条第１号の３に掲げる国内源泉所得については、所得税法第 13 条第１項ただし書に規定する信託で国内にある営業

所に信託されたものの信託財産に帰せられるものに限ります。 
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（表面） 

        外国法人に対する源泉徴収の免除証明書         第    号 

本店又は主たる
事務所の所在地 

 

① 

 

外 国 法 人 の 

名 称  

所 在 地  

② 

日本における法

人税の納税地に

ある事務所等の 

名 称  

 
③ 

上記の者は、所得税法施行令第 304 条に規定する要件を備えていると認められますか

ら、この証明書の発行の日から平成  年  月  日までの間に上記の者に支払う所

得税法第 161 条第１号の２、第１号の３、第２号、第３号、第６号、第 7 号、第 9 号又

は第 10 号に掲げる国内源泉所得については、その支払者は所得税法第 212 条第１項の規

定による源泉徴収を行う必要はありません。 
 

平成  年  月  日            財務事務官 

税務署長          ○印  

 

 

（裏面） 
 

注 意 事 項 
 

１ この証明書の交付を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) この証明書は、所得税法第 180 条第１項に規定する特例の対象となる国内源泉所得の支払を受けるときに、その支払者に提示して

ください。 

(2) 証明書の有効期間中に国内に支店を有しなくなり、又は事業を廃止するなど、所得税法第 180 条第１項各号に掲げる外国法人に該

当しなくなった場合、又は所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった場合には、証明書の交付を受けた税務署長に

その旨を記載した届出書を提出するとともに、証明書の提示先にその旨を通知しなければなりません。 

この場合、交付を受けている証明書を、税務署長に提出する上記の届出書に添付しなければなりません。 

(3) 有効期限を経過したとき又は所轄税務署長から所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった旨等の通知を受けたと

きは、この証明書は必ず返還してください。 

(4) この証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その支払者の氏名又は名称及びその住所、事務所、事業所その他その国

内源泉所得の支払の場所並びに証明書の提示年月日を帳簿に記載しなければなりません。 

(5) 証明書を提示して源泉徴収の免除を受けた国内源泉所得が、国外にある本店又は事務所等にあてて支払われる場合は、その国内源

泉所得の種類、金額、計算の基礎、支払を受けた年月日その他必要な事項を法人税の納税地にある事務所等に通知し、かつ、その通

知を受けた事務所等においてこれらの事項をその帳簿に記載しなければなりません。 

(6) 証明書の記載事項を訂正したときは、証明書は無効となります。 

２ この証明書の提示を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) 提示を受けた証明書が有効であるかどうかを確認してください。 

(2) 記載事項を訂正したものは、証明書として無効ですから、それを提示した者に支払う国内源泉所得については、源泉徴収の免除は

できません。 

(3) この証明書は、次の場合に効力を失います。 

① 有効期限を経過したとき 

② この証明書が効力を失ったことについて、官報により公示されたとき 

(4) この証明書が有効であることを確認した場合には、支払に関する書類その他の帳簿に提示を受けた相手方の氏名又は名称及び証明

書の有効期限を記載しておく必要があります。 

(5) 所得税法第 161 条第１号の３に掲げる国内源泉所得については、所得税法第 13 条第１項ただし書に規定する信託で国内にある営業

所に信託されたものの信託財産に帰せられるものに限ります。 
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改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 


